
２ｰ１．業種別ＣＯ２排出量（実排出係数）
（排出量単位：万ｔ－CO２）

基準年度
2007年度
（昨年度）

基準年度比 率（％） 07年比 率（％）

1 石油連盟 3,094.0 4,166.0 4,056.0 962.0 31.1% ▲ 110.0 -2.6%

2 電気事業連合会 27,500.0 41,700.0 39,500.0 12000.0 43.6% ▲ 2200.0 -5.3%

（固有分）
※１ 3,070.0 4,250.0 3,960.0 890.0 29.0% ▲ 290.0 -6.8%

3 日本ガス協会
※３ 130.0 37.8 35.0 ▲ 95.0 -73.1% ▲ 2.8 -7.5%

4 特定規模電気事業 ※２ 39.2 691.9 669.1 629.9 1606.9% ▲ 22.8 -3.3%

（固有分）
※１ 1.1 20.9 22.1 21.0 1909.1% 1.2 5.7%

6,295.1 8,474.7 8,073.1 1778.0 28.2% ▲ 401.6 -4.7%

5 日本鉄鋼連盟 20,064.0 19,716.0 17,815.0 ▲ 2249.0 -11.2% ▲ 1901.0 -9.6%

6 日本化学工業協会 6,515.0 6,909.0 6,439.0 ▲ 76.0 -1.2% ▲ 470.0 -6.8%
7 日本製紙連合会 2,553.0 2,320.0 2,131.0 ▲ 422.0 -16.5% ▲ 189.0 -8.1%

8 セメント協会 2,741.0 2,106.9 1,958.9 ▲ 782.1 -28.5% ▲ 148.0 -7.0%
9 電機・電子４団体 1,021.2 1,940.7 1,715.2 694.0 68.0% ▲ 225.6 -11.6%

10 日本自動車部品工業会 714.7 736.0 589.6 ▲ 125.1 -17.5% ▲ 146.4 -19.9%

11
日本自動車工業会
日本自動車車体工業会

844.0 657.0 553.0 ▲ 291.0 -34.5% ▲ 104.0 -15.8%

12 日本鉱業協会 486.7 491.5 463.2 ▲ 23.5 -4.8% ▲ 28.3 -5.8%

13 石灰製造工業会 354.0 326.5 275.1 ▲ 78.9 -22.3% ▲ 51.4 -15.7%
14 日本ゴム工業会※３ 195.1 218.5 199.4 4.3 2.2% ▲ 19.1 -8.7%

15 日本染色協会 370.8 168.7 152.2 ▲ 218.6 -59.0% ▲ 16.5 -9.8%

16 日本アルミニウム協会※２ 161.8 156.6 135.4 ▲ 26.4 -16.3% ▲ 21.2 -13.5%
17 板硝子協会 178.0 129.8 122.1 ▲ 55.9 -31.4% ▲ 7.7 -5.9%

19 日本ガラスびん協会 178.8 98.8 91.4 ▲ 87.4 -48.9% ▲ 7.4 -7.5%
20 日本電線工業会 99.6 88.9 78.8 ▲ 20.8 -20.8% ▲ 10.0 -11.3%

（銅･アルミ電線） 97.6 77.8 68.0 ▲ 29.6 -30.3% ▲ 9.8 -12.6%
(光ファイバー） 2.0 11.1 10.8 8.8 442.0% ▲ 0.2 -2.2%

21 日本ベアリング工業会
※２ 56.5 79.9 69.1 12.6 22.3% ▲ 10.8 -13.5%

22 日本産業機械工業会※２ 60.2 63.1 58.6 ▲ 1.6 -2.7% ▲ 4.5 -7.1%
23 日本伸銅協会

※２ 61.8 61.4 51.3 ▲ 10.5 -17.0% ▲ 10.1 -16.4%

24 日本建設機械工業会 54.2 60.3 50.3 ▲ 3.9 -7.2% ▲ 10.0 -16.6%
25 石灰石鉱業協会 45.3 36.8 33.8 ▲ 11.5 -25.4% ▲ 3.0 -8.2%

26 石油鉱業連盟 15.8 29.9 26.8 11.0 69.2% ▲ 3.1 -10.5%
27 日本衛生設備機械工業会 47.7 29.8 26.9 ▲ 20.8 -43.6% ▲ 2.9 -9.7%

28 日本工作機械工業会
※２ 20.8 30.5 29.2 8.4 40.4% ▲ 1.3 -4.3%

29 プレハブ建築協会※２ 13.3 13.3 13.3 0.0 0.3% 0.0 0.3%
30 日本産業車両協会 6.2 7.4 6.2 ▲ 0.0 -0.3% ▲ 1.2 -16.3%

36,859.5 36,477.2 33,084.7 ▲ 3774.7 -10.2% ▲ 3392.5 -9.3%

31 日本チェーンストア協会※２ 337.6 686.6 655.6 318.0 94.2% ▲ 31.0 -4.5%

32 日本フランチャイズチェーン協会 87.4 303.9 295.8 208.5 238.6% ▲ 8.0 -2.6%
33 日本ショッピングセンター協会※２ 219.2 188.1 219.3 0.1 0.0% 31.2 16.6%

34 日本百貨店協会 95.9 176.8 169.3 73.4 76.5% ▲ 7.5 -4.2%

18 日本印刷産業連合会※２ 127.2 134.3 129.9 2.7 2.1% ▲ 4.4 -3.3%
35 大手家電流通懇談会

※２ 67.9 79.4 80.4 12.4 18.3% 0.9 1.2%

36 情報サービス産業協会※２ 40.0 58.8 62.2 22.2 55.6% 3.4 5.8%
（オフィス系） 8.9 15.6 16.1 7.2 81.3% 0.5 3.2%

（データセンター系） 31.1 43.2 46.1 15.0 48.2% 2.9 6.7%
37 日本DIY協会

※２ 52.6 56.7 54.8 2.1 4.1% ▲ 2.0 -3.4%

38 日本チェーンドラッグストア協会※２ 23.1 44.1 44.8 21.7 93.9% 0.7 1.6%
39 日本貿易会

※２ 5.8 4.6 4.4 ▲ 1.4 -24.5% ▲ 0.2 -3.9%

40 日本LPガス協会 2.2 2.6 2.4 0.2 6.8% ▲ 0.3 -11.0%
41 リース事業協会

※２ 0.9 0.9 0.9 ▲ 0.0 -4.5% ▲ 0.1 -7.6%

44,214.4 46,688.7 42,877.4 ▲ 1,337.0 -3% ▲ 3,811.3 -8%

-1.0%

産業部門 計

業務部門

業務部門 計 1,059.8 1,736.8 1,719.6 659.8 62.3% ▲ 17.2

エネルギー転換部門

エネルギー転換部門 計

産業部門

業界名
2008年度（今年度）

ＣＯ２
排出量

ＣＯ２
排出量

ＣＯ２
排出量

増減

全部門 計

※１合計のうち、電気事業連合会及び特定規模電気事業分については、固有分（電力が排出した CO2のうち、需要側の排出分として計算される量を除いた分）のみ（電
事連全体の約 11％程度、PPS全体の約 3％程度）を計算に含めている。

※２基準年度は、基本的に 1990 年度。ただし、日本アルミニウム協会、日本伸銅協会は 1995 年度、日本ベアリング工業会、日本産業機械工業会、日本工作機械工業
会は 1997 年度、日本チェーンストア協会は 1996 年度（ただし CO2 排出量の数値は 1999 年度）、特定規模電気事業、プレハブ建築協会は 2001 年度、日本チェ
ーンドラッグストア協会、日本ＤＩＹ協会は 2004 年度、大手家電流通懇談会、情報サービス産業協会は 2006 年度、日本貿易会は 1998 年度、リース事業協会は
2002 年度、日本ショッピングセンター協会、日本印刷産業連合会は 2005 年度の数値となっている。
※３日本ゴム工業会と日本ガス協会は、コジェネ導入による購入電力減少に伴う CO2削減効果の算定方法として 0.69kg-CO2/kWhを採用しているが、本表では共通評
価の観点から全電源平均の数値を採用。



２ｰ２．業種別ＣＯ２排出量（クレジット等反映後） 
（排出量単位：万ｔ－CO２）

基準年度
2007年度
（昨年度）

基準年度比 率（％） 07年比 率（％）

1 石油連盟 3,094.0 4,166.0 4,039.0 945.0 30.5% ▲ 127.0 -3.0%

2 電気事業連合会 27,500.0 41,700.0 33,200.0 5700.0 20.7% ▲ 8500.0 -20.4%

（固有分）
※１ 3,070.0 4,250.0 3,330.0 260.0 8.5% ▲ 920.0 -21.6%

3 日本ガス協会
※３ 130.0 37.8 31.8 ▲ 98.2 -75.5% ▲ 6.0 -15.9%

4 特定規模電気事業 ※２ 39.2 691.9 660.6 621.4 1585.2% ▲ 31.3 -4.5%

（固有分）
※１ 1.1 20.9 21.8 20.7 1881.8% 0.9 4.3%

6,295.1 8,474.7 7,422.6 1127.5 17.9% ▲ 1052.1 -12.4%

5 日本鉄鋼連盟 20,064.0 19,716.0 17,628.0 ▲ 2436.0 -12.1% ▲ 2088.0 -10.6%

6 日本化学工業協会 6,515.0 6,909.0 6,237.0 ▲ 278.0 -4.3% ▲ 672.0 -9.7%
7 日本製紙連合会 2,553.0 2,320.0 2,089.0 ▲ 465.0 -18.2% ▲ 231.0 -10.0%

8 セメント協会 2,741.0 2,106.9 1,944.3 ▲ 796.7 -29.1% ▲ 162.6 -7.7%
9 電機・電子４団体 1,021.2 1,940.7 1,496.4 475.2 46.5% ▲ 444.4 -22.9%

10 日本自動車部品工業会 714.7 736.0 531.0 ▲ 183.7 -25.7% ▲ 205.0 -27.9%

11
日本自動車工業会
日本自動車車体工業会

844.0 657.0 507.0 ▲ 337.0 -39.9% ▲ 150.0 -22.8%

12 日本鉱業協会 486.7 491.5 433.0 ▲ 53.7 -11.0% ▲ 58.5 -11.9%

13 石灰製造工業会 354.0 326.5 271.5 ▲ 82.5 -23.3% ▲ 55.0 -16.8%
14 日本ゴム工業会※３ 195.1 218.5 187.1 ▲ 8.0 -4.1% ▲ 31.4 -14.4%

15 日本染色協会 370.8 168.7 147.4 ▲ 223.4 -60.2% ▲ 21.3 -12.6%

16 日本アルミニウム協会※２ 161.8 156.6 125.7 ▲ 36.1 -22.3% ▲ 30.9 -19.7%
17 板硝子協会 178.0 129.8 119.3 ▲ 58.7 -33.0% ▲ 10.5 -8.1%

19 日本ガラスびん協会 178.8 98.8 88.8 ▲ 90.0 -50.3% ▲ 10.0 -10.1%
20 日本電線工業会 99.6 88.9 68.5 ▲ 31.1 -31.2% ▲ 20.4 -23.0%

（銅･アルミ電線） 97.6 77.8 59.3 ▲ 38.3 -39.2% ▲ 18.5 -23.8%
(光ファイバー） 2.0 11.1 9.2 7.2 360.0% ▲ 1.9 -17.0%

21 日本ベアリング工業会
※２ 56.5 79.9 60.4 3.9 6.9% ▲ 19.5 -24.4%

22 日本産業機械工業会※２ 60.2 63.1 52.3 ▲ 7.9 -13.2% ▲ 10.8 -17.1%
23 日本伸銅協会

※２ 61.8 61.4 46.0 ▲ 15.8 -25.6% ▲ 15.4 -25.1%

24 日本建設機械工業会 54.2 60.3 45.1 ▲ 9.1 -16.8% ▲ 15.2 -25.2%
25 石灰石鉱業協会 45.3 36.8 31.3 ▲ 14.0 -30.9% ▲ 5.5 -14.9%

26 石油鉱業連盟 15.8 29.9 26.3 10.5 66.0% ▲ 3.6 -12.1%
27 日本衛生設備機械工業会 47.7 29.8 25.4 ▲ 22.3 -46.8% ▲ 4.4 -14.8%

28 日本工作機械工業会
※２ 20.8 30.5 25.4 4.6 22.1% ▲ 5.1 -16.7%

29 プレハブ建築協会※２ 13.3 13.3 12.0 ▲ 1.3 -9.7% ▲ 1.3 -9.7%
30 日本産業車両協会 6.2 7.4 5.6 ▲ 0.5 -8.7% ▲ 1.7 -23.4%

36,859.5 36,477.2 32,203.7 ▲ 4655.7 -12.6% ▲ 4273.5 -11.7%

31 日本チェーンストア協会※２ 337.6 686.6 549.1 211.5 62.6% ▲ 137.5 -20.0%

32 日本フランチャイズチェーン協会 87.4 303.9 247.8 160.4 183.6% ▲ 56.1 -18.5%
33 日本ショッピングセンター協会※２ 219.2 188.1 189.9 ▲ 29.3 -13.4% 1.8 1.0%

34 日本百貨店協会 95.9 176.8 146.8 50.9 53.1% ▲ 30.0 -17.0%

18 日本印刷産業連合会※２ 127.2 134.3 116.8 ▲ 10.4 -8.2% ▲ 17.5 -13.0%
35 大手家電流通懇談会

※２ 67.9 79.4 68.3 0.4 0.5% ▲ 11.1 -14.0%

36 情報サービス産業協会※２ 40.0 58.8 52.1 12.1 30.3% ▲ 6.7 -11.4%
（オフィス系） 8.9 15.6 13.5 4.6 52.0% ▲ 2.1 -13.5%

（データセンター系） 31.1 43.2 38.6 7.5 24.1% ▲ 4.6 -10.6%
37 日本DIY協会

※２ 52.6 56.7 47.1 ▲ 5.6 -10.6% ▲ 9.7 -17.0%

38 日本チェーンドラッグストア協会※２ 23.1 44.1 37.6 14.5 63.0% ▲ 6.5 -14.7%
39 日本貿易会

※２ 5.8 4.6 3.7 ▲ 2.1 -36.3% ▲ 0.9 -19.0%

40 日本LPガス協会 2.2 2.6 2.0 ▲ 0.2 -10.5% ▲ 0.7 -25.4%
41 リース事業協会

※２ 0.9 0.9 0.7 ▲ 0.2 -20.2% ▲ 0.2 -22.8%

44,214.4 46,688.7 41,088.1 ▲ 3,126.3 -7% ▲ 5,600.6 -12%

エネルギー転換部門 計

業界名
ＣＯ２
排出量

産業部門 計

産業部門

エネルギー転換部門

ＣＯ２
排出量

2008年度（今年度）

増減ＣＯ２
排出量

業務部門 計 1,059.8 1,736.8 1,461.8 37.9% ▲ 275.0

業務部門

-15.8%402.0

全部門 計

※１合計のうち、電気事業連合会及び特定規模電気事業分については、固有分（電力が排出した CO2のうち、需要側の排出分として計算される量を除いた分）のみ（電
事連全体の約 11％程度、PPS全体の約 3％程度）を計算に含めている。

※２基準年度は、基本的に 1990 年度。ただし、日本アルミニウム協会、日本伸銅協会は 1995 年度、日本ベアリング工業会、日本産業機械工業会、日本工作機械工業
会は 1997 年度、日本チェーンストア協会は 1996 年度（ただし CO2 排出量の数値は 1999 年度）、特定規模電気事業、プレハブ建築協会は 2001 年度、日本チェ
ーンドラッグストア協会、日本ＤＩＹ協会は 2004 年度、大手家電流通懇談会、情報サービス産業協会は 2006 年度、日本貿易会は 1998 年度、リース事業協会は
2002 年度、日本ショッピングセンター協会、日本印刷産業連合会は 2005 年度の数値となっている。
※３日本ゴム工業会と日本ガス協会は、コジェネ導入による購入電力減少に伴う CO2削減効果の算定方法として 0.69kg-CO2/kWhを採用しているが、本表では共通評
価の観点から全電源平均の数値を採用。



（参考）業種別ＣＯ２排出量（固定排出係数※１）

（排出量単位：万ｔ－CO２）

基準年度
2007年度
（昨年度）

基準年度比 率（％） 07年比 率（％）

1 石油連盟 3,080.0 4,141.0 4,031.0 951.0 30.9% ▲ 110.0 -2.7%

2 電気事業連合会 0.0 0.0

（固有分）※２ 0.0 0.0

3 日本ガス協会
※4 125.2 32.6 30.3 ▲ 94.9 -75.8% ▲ 2.3 -7.1%

4 特定規模電気事業
※３ 0.0 0.0

（固有分）※２ 0.0 0.0

3,205.2 4,173.6 4,061.3 856.1 26.7% ▲ 112.3 -2.7%

5 日本鉄鋼連盟 19,855.0 19,385.0 17,527.0 ▲ 2328.0 -11.7% ▲ 1858.0 -9.6%

6 日本化学工業協会 6,319.0 6,567.0 6,142.0 ▲ 177.0 -2.8% ▲ 425.0 -6.5%

7 日本製紙連合会 2,499.0 2,250.0 2,068.0 ▲ 431.0 -17.2% ▲ 182.0 -8.1%

8 セメント協会 2,705.3 2,081.7 1,937.4 ▲ 767.9 -28.4% ▲ 144.3 -6.9%

9 電機・電子４団体 891.6 1,566.4 1,513.2 621.6 69.7% ▲ 53.2 -3.4%

10 日本自動車部品工業会 646.3 624.5 503.2 ▲ 143.1 -22.1% ▲ 121.3 -19.4%

11 日本自動車工業会
日本自動車車体工業会

769.0 574.0 485.0 ▲ 284.0 -36.9% ▲ 89.0 -15.5%

12 日本鉱業協会 457.1 443.2 419.0 ▲ 38.1 -8.3% ▲ 24.2 -5.5%

13 石灰製造工業会 350.4 320.3 269.8 ▲ 80.6 -23.0% ▲ 50.5 -15.8%

14 日本ゴム工業会
※4 179.9 198.7 181.3 1.4 0.8% ▲ 17.4 -8.8%

15 日本染色協会 362.4 160.7 145.2 ▲ 217.2 -59.9% ▲ 15.5 -9.6%

16 日本アルミニウム協会※３ 156.4 139.1 121.3 ▲ 35.1 -22.4% ▲ 17.8 -12.8%

17 板硝子協会 174.0 125.4 118.0 ▲ 56.0 -32.2% ▲ 7.4 -5.9%

19 日本ガラスびん協会 176.6 94.4 87.5 ▲ 89.1 -50.5% ▲ 6.9 -7.3%

20 日本電線工業会 86.6 70.9 63.7 ▲ 22.9 -26.4% ▲ 7.2 -10.2%

（銅･アルミ電線） 85.0 62.3 55.2 ▲ 29.8 -35.1% ▲ 7.1 -11.4%

(光ファイバー） 1.6 8.6 8.5 6.9 431.3% ▲ 0.1 -1.2%

21 日本ベアリング工業会
※３ 54.3 64.7 56.5 2.2 4.1% ▲ 8.2 -12.7%

22 日本産業機械工業会※３ 58.1 52.9 49.4 ▲ 8.7 -15.0% ▲ 3.5 -6.6%

23 日本伸銅協会※３ 57.6 51.5 43.5 ▲ 14.1 -24.5% ▲ 8.0 -15.5%

24 日本建設機械工業会 48.8 51.2 42.7 ▲ 6.1 -12.5% ▲ 8.5 -16.6%

25 石灰石鉱業協会 41.8 32.6 30.2 ▲ 11.6 -27.8% ▲ 2.4 -7.4%

26 石油鉱業連盟 15.4 29.0 26.1 10.7 69.4% ▲ 3.0 -10.2%

27 日本衛生設備機械工業会 45.3 27.2 24.6 ▲ 20.7 -45.7% ▲ 2.6 -9.6%

28 日本工作機械工業会
※３ 19.9 24.4 23.6 3.7 18.6% ▲ 0.8 -3.3%

29 プレハブ建築協会
※３ 12.6 11.2 11.4 ▲ 1.2 -9.8% 0.1 1.2%

30 日本産業車両協会 5.6 6.4 5.4 ▲ 0.2 -3.7% ▲ 1.0 -15.8%

35,988.0 34,952.5 31,894.9 ▲ 4093.1 -11.4% ▲ 3057.5 -8.7%

31 日本チェーンストア協会
※３ 310.2 514.5 499.9 189.7 61.2% ▲ 14.6 -2.8%

32 日本フランチャイズチェーン協会 71.8 227.7 225.6 153.7 214.0% ▲ 2.1 -0.9%

33 日本ショッピングセンター協会※３ 150.6 150.6 176.3 25.7 17.1% 25.7 17.1%

34 日本百貨店協会 82.2 140.7 136.4 54.2 65.9% ▲ 4.3 -3.1%

18 日本印刷産業連合会
※３ 112.8 113.7 110.7 ▲ 2.1 -1.9% ▲ 3.0 -2.6%

35 大手家電流通懇談会
※３ 57.3 61.2 62.8 5.4 9.5% 1.6 2.6%

36 情報サービス産業協会※３ 33.1 44.1 47.5 14.4 43.5% 3.4 7.7%

（オフィス系） 7.4 11.7 12.3 4.9 67.1% 0.6 5.1%

（データセンター系） 25.8 32.4 35.2 9.5 36.7% 2.8 8.6%

37 日本DIY協会※３ 45.1 44.9 43.5 ▲ 1.6 -3.6% ▲ 1.4 -3.2%

38 日本チェーンドラッグストア協会
※３ 18.9 33.2 34.3 15.4 81.2% 1.0 3.1%

39 日本貿易会
※３ 5.7 3.5 3.4 ▲ 2.3 -40.4% ▲ 0.1 -2.3%

40 日本LPガス協会 1.8 2.0 1.8 ▲ 0.0 -1.1% ▲ 0.2 -9.6%

41 リース事業協会※３ 0.8 0.7 0.7 ▲ 0.1 -13.3% ▲ 0.0 -5.8%

40,083.5 40,462.9 37,298.9 ▲ 2,784.6 -7% ▲ 3,163.9 -8%

0.4%

全部門 計

業務部門

業務部門 計 890.4 1,336.8 1,342.7 452.4 50.8% 5.9

産業部門 計

エネルギー転換部門

エネルギー転換部門 計

産業部門

業界名
2008年度（今年度）

ＣＯ２
排出量

ＣＯ２
排出量

ＣＯ２
排出量

増減

※１ 0.305kg-CO2/kWh（発電端）
※２合計のうち、電気事業連合会及び特定規模電気事業分については、固有分（電力が排出した CO2のうち、需要側の排出分として計算される量を除いた分）のみ（電
事連全体の約 11％程度、PPS全体の約 3％程度）を計算に含めている。

※３基準年度は、基本的に 1990 年度。ただし、日本アルミニウム協会、日本伸銅協会は 1995 年度、日本ベアリング工業会、日本産業機械工業会、日本工作機械工業
会は 1997 年度、日本チェーンストア協会は 1996 年度（ただし CO2 排出量の数値は 1999 年度）、特定規模電気事業、プレハブ建築協会は 2001 年度、日本チェ
ーンドラッグストア協会、日本ＤＩＹ協会は 2004 年度、大手家電流通懇談会、情報サービス産業協会は 2006 年度、日本貿易会は 1998 年度、リース事業協会は
2002 年度、日本印刷産業連合会は 2005 年度、日本ショッピングセンター協会は 2007年度の数値となっている。
※４日本ゴム工業会と日本ガス協会は、コジェネ導入による購入電力減少に伴う CO2削減効果の算定方法として 0.69kg-CO2/kWhを採用しているが、本表では共通評
価の観点から全電源平均の数値を採用。



３．ＣＯ２排出量の要因分析
ＣＯ
２
排出量（万t-CO

2
)

増減量
エネルギー
原単位改善等
※７

燃 料
転換分
※８

生 産
変 動
※９

電 力
原単位
※１０

クレジット等
の償却量・
売却量

増減量
エネルギー

原単位改善等
※７

燃 料

転換分
※８

生 産

変 動
※９

電 力

原単位
※１０

クレジット等
の償却量・
売却量

エネルギー転換部門

石油連盟 3 ,09 4.0 4 ,16 6.0 4,0 39 .0 94 5.0 ▲ 5 58 .0 ▲ 5.0 1,5 20 .0 ▲ 1 3.0 0 .0 ▲ 1 27 .0 41 .0 ▲ 2 7.0 ▲ 13 1.0 ▲ 10 .0 0.0

電気事業連合会 27 ,50 0.0 41 ,70 0.0 33,2 00 .0 5 ,70 0.0 2,1 00 .0 - 9,9 00 .0 - ▲ 6,4 00 .0 ▲ 8,5 00 .0 ▲ 8 00 .0 - ▲ 1,40 0.0 - ▲ 6,40 0.0

（固有分）※１ 3 ,07 0.0 4 ,25 0.0 3,3 30 .0 26 0.0 - - - - 0 .0 ▲ 9 20 .0 - - - - 0.0

日本ガス協会 ※３ 13 0.0 3 7.8 31 .8 ▲ 9 8.2 ▲ 1 62 .8 ▲ 4 3.8 85 .4 2 2.9 0 .0 ▲ 6 .0 ▲ 0 .7 ▲ 0.9 ▲ 1.3 ▲ 3 .1 0.0

特定規模電気事業※２ 3 9.2 69 1.9 6 60 .6 62 1.4 ▲ 69 .4 - 6 99 .3 - ▲ 8 .5 ▲ 31 .3 3 .7 - ▲ 2 6.5 - ▲ 8.5

（固有分）※１ 1.1 2 0.9 21 .8 2 0.7 - - - - - 0 .9 - - - - -

エ ネルギー転換部門 計 6,2 95 .1 8,4 74 .7 7,4 22 .6 1,1 27 .5 ▲ 79 0.2 ▲ 48 .8 2 ,30 4.7 9 .9 ▲ 8. 5 ▲ 1,0 52 .1 4 4 .0 ▲ 27 .9 ▲ 15 8.8 ▲ 13 .1 ▲ 8.5

産業部門

日本鉄鋼連盟 20 ,06 4.0 19 ,71 6.0 17,6 28 .0 ▲ 2 ,43 6.0 ▲ 1,6 85 .0 ▲ 9 2.0 ▲ 6 15 .0 ▲ 4 5.0 0 .0 ▲ 2,0 88 .0 8 44 .0 ▲ 5 9.0 ▲ 2,65 5.0 ▲ 20 9.0 0 .0

日本化学工業協会 6 ,51 5.0 6 ,90 9.0 6,2 37 .0 ▲ 27 8.0 ▲ 9 08 .0 ▲ 20 1.0 8 81 .0 ▲ 5 0.0 0 .0 ▲ 6 72 .0 2 31 .0 4 3.0 ▲ 72 0.0 ▲ 226 .0 0.0

日本製紙連合会 2 ,55 3.0 2 ,32 0.0 2,0 89 .0 ▲ 46 4.0 ▲ 5 46 .0 7 8.0 29 .0 ▲ 2 7.0 0 .0 ▲ 2 31 .0 ▲ 12 .0 ▲ 1.0 ▲ 18 5.0 ▲ 35 .0 0.0

セ メント協会 2 ,74 1.0 2 ,10 6.9 1,9 44 .3 ▲ 79 6.7 ▲ 1 29 .0 14 6.0 ▲ 8 05 .0 ▲ 8.0 0 .0 ▲ 1 62 .6 ▲ 6 .0 0.0 ▲ 14 1.0 ▲ 16 .0 0.0

電機・電子４団体 1 ,02 1.2 1 ,94 0.7 1,4 96 .4 47 5.2 ▲ 7 07 .3 ▲ 8 1.6 1,2 80 .1 ▲ 1 6.0 0 .0 ▲ 4 44 .4 ▲ 46 .2 ▲ 3 6.2 ▲ 13 1.1 ▲ 230 .9 0.0

日本自動車部品工業会 71 4.7 73 6.0 5 31 .0 ▲ 18 3.7 ▲ 2 96 .6 - 1 48 .9 ▲ 3 6.0 0 .0 ▲ 2 05 .0 ▲ 18 .4 - ▲ 12 1.2 ▲ 65 .3 0.0

日本自動車工業会

日本自動車車体工業会
84 4.0 65 7.0 5 07 .0 ▲ 33 7.0 ▲ 3 18 .9 ▲ 1 6.8 49 .2 ▲ 5 1.2 0 .0 ▲ 1 50 .0 22 .6 ▲ 1 2.9 ▲ 11 1.5 ▲ 4 8.9 0 .0

日本鉱業協会 48 6.7 49 1.5 4 33 .0 ▲ 5 3.7 ▲ 71 .1 ▲ 4 6.8 49 .8 1 4.4 0 .0 ▲ 58 .5 17 .0 ▲ 5.8 ▲ 3 9.3 ▲ 30 .4 0.0

石灰製造工業会 35 4.0 32 6.5 2 71 .5 ▲ 8 2.5 ▲ 61 .2 3.0 ▲ 11 .1 ▲ 1 3.2 0 .0 ▲ 55 .0 ▲ 12 .0 ▲ 3.1 ▲ 3 2.6 ▲ 7 .4 0.0

日本ゴム工業会※３※１１ 19 5.1 21 8.5 1 87 .1 ▲ 8.0 ▲ 17 .9 - 18 .6 ▲ 8.7 0 .0 ▲ 31 .4 2 .8 - ▲ 2 0.6 ▲ 13 .6 0.0

日本染色協会 37 0.8 16 8.7 1 47 .4 ▲ 22 3.4 33 .0 ▲ 1 8.8 ▲ 2 34 .9 ▲ 2.7 0 .0 ▲ 21 .3 ▲ 4 .1 0.8 ▲ 1 2.7 ▲ 5 .5 0.0

日本アルミニウム協会 ※２※４ 16 1.8 15 6.6 1 25 .7 ▲ 3 6.1 ▲ 13 .3 ▲ 1 1.4 5 .0 ▲ 2.6 0 .0 ▲ 30 .9 ▲ 3 .5 ▲ 3.0 ▲ 1 3.7 ▲ 10 .7 0.0

板硝子協会 17 8.0 12 9.8 1 19 .3 ▲ 5 8.7 18 .9 ▲ 0.0 ▲ 76 .6 ▲ 1.0 0 .0 ▲ 10 .5 8 .3 ▲ 2.0 ▲ 1 4.3 ▲ 2 .6 0.0

日本ガラスびん協会 17 8.8 9 8.8 88 .8 ▲ 9 0.0 ▲ 12 .8 ▲ 1 0.0 ▲ 65 .8 ▲ 1.5 0 .0 ▲ 10 .0 ▲ 1 .8 ▲ 2.8 ▲ 2.7 ▲ 2 .8 0.0

日本電線工業会 9 9.6 8 8.9 68 .5 ▲ 3 1.1 - - - - - ▲ 20 .4 - - - - -

（銅･アルミ電線） 9 7.6 7 7.8 59 .3 ▲ 3 8.3 1 .1 ▲ 3.9 ▲ 34 .9 ▲ 0.6 0 .0 ▲ 18 .5 1 .3 ▲ 0.3 ▲ 9.2 ▲ 10 .4 0.0

(光ファイバー） 2.0 1 1.1 9 .2 7.2 ▲ 16 .7 1.0 24 .0 ▲ 1.0 0 .0 ▲ 1 .9 0 .3 ▲ 0.1 ▲ 0.3 ▲ 1 .7 0.0

日本ベア リン グ工業会※２ 5 6.5 7 9.9 60 .4 3.9 ▲ 9 .1 ▲ 3.7 11 .4 5.4 0 .0 ▲ 19 .5 3 .2 ▲ 1.1 ▲ 1 2.1 ▲ 9 .5 0.0

日本産業機械工業会※２ 6 0.2 6 3.1 52 .3 ▲ 7.9 ▲ 5 .7 ▲ 0.3 ▲ 4 .4 2.4 0 .0 ▲ 10 .8 ▲ 0 .0 ▲ 1.2 ▲ 3.2 ▲ 6 .4 0.0

日本伸銅協会※２※４ 6 1.8 6 1.4 46 .0 ▲ 1 5.8 ▲ 2 .9 ▲ 1.6 ▲ 13 .4 ▲ 1.4 0 .0 ▲ 15 .4 2 .6 ▲ 0.8 ▲ 1 1.0 ▲ 6 .0 0.0

日本建設機械工業会 5 4.2 6 0.3 45 .1 ▲ 9.1 ▲ 12 .8 ▲ 3.0 7 .1 ▲ 0.5 0 .0 ▲ 15 .2 ▲ 0 .8 ▲ 1.9 ▲ 7.9 ▲ 4 .7 0.0

石灰石鉱業協会 4 5.3 3 6.8 31 .3 ▲ 1 4.0 ▲ 3 .4 1.0 ▲ 10 .5 ▲ 1.1 0 .0 ▲ 5 .5 0 .3 ▲ 0.1 ▲ 2.9 ▲ 2 .8 0.0

石油鉱業連盟 1 5.8 2 9.9 26 .3 1 0.5 ▲ 0 .2 ▲ 3.4 15 .7 ▲ 1.7 0 .0 ▲ 3 .6 3 .1 ▲ 5.6 ▲ 0.1 ▲ 1.1 0 .0

日本衛生設備機器工業会 4 7.7 2 9.8 25 .4 ▲ 2 2.3 ▲ 18 .6 ▲ 4.7 0 .9 0.1 0 .0 ▲ 4 .4 ▲ 0 .1 ▲ 0.3 ▲ 2.4 ▲ 1 .6 0.0

日本工作機械工業会※２ 2 0.8 3 0.5 25 .4 4.6 ▲ 6 .6 ▲ 1.4 10 .2 2.5 0 .0 ▲ 5 .1 1 .6 ▲ 0.7 ▲ 2.1 ▲ 3.9 0 .0

プ レハブ建築協会※２ 1 3.3 1 3.3 12 .0 ▲ 1.3 1 .3 ▲ 0.5 ▲ 2 .4 0.2 0 .0 ▲ 1 .3 0 .9 ▲ 0.2 ▲ 0.6 ▲ 1 .4 0.0

日本産業車両協会 6.2 7.4 5 .6 ▲ 0.5 0 .3 ▲ 0.0 ▲ 0 .4 ▲ 0.4 0 .0 ▲ 1 .7 0 .3 ▲ 0.2 ▲ 1.3 ▲ 0 .5 0.0

産業部門 計 3 6,8 59 .5 3 6,4 77 .2 3 2,2 03 .7 ▲ 4,6 55 .7 ▲ 4 ,78 8.4 ▲ 2 71 .9 65 6 .5 ▲ 2 44 .6 0 .0 ▲ 4,2 73 .5 1 ,03 4 .4 ▲ 94 .5 ▲ 4 ,25 3.7 ▲ 9 54 .0 0.0

業務部門

日本チェーンストア協会 ※２※５ 33 7.6 68 6.6 5 49 .1 21 1.5 ▲ 65 .9 - 2 25 .1 ▲ 5.8 0 .0 ▲ 1 37 .5 ▲ 8 .5 - ▲ 9.3 ▲ 119 .7 0.0

日本フランチャイズチェーン協会 8 7.4 30 3.9 2 47 .8 16 0.4 ▲ 52 .4 - 2 19 .1 ▲ 6.3 0 .0 ▲ 56 .1 ▲ 2 .2 - ▲ 0.4 ▲ 53 .5 0.0

日本ショッピングセン ター協会 ※２ 21 9.2 18 8.1 1 89 .9 ▲ 2 9.3 - - - - - 1 .8 - - - - -

日本百貨店協会※６ 9 5.9 17 6.8 1 46 .8 5 0.9 ▲ 15 .3 ▲ 2.8 14 .0 1 5.1 0 .0 ▲ 30 .0 1 .9 ▲ 2.8 ▲ 5.9 ▲ 23 .2 0.0

日本印刷産業連合会※２ 12 7.2 13 4.3 1 16 .8 ▲ 1 0.4 ▲ 15 .0 ▲ 4.6 15 .0 ▲ 5.8 0 .0 ▲ 17 .5 ▲ 5 .9 ▲ 2.1 3.6 ▲ 13 .2 0.0

大手家電流通懇談会※２ 6 7.9 7 9.4 68 .3 0.4 ▲ 6 .2 ▲ 0.3 13 .1 ▲ 6.2 0 .0 ▲ 11 .1 ▲ 7 .1 ▲ 0.6 9.3 ▲ 12 .8 0.0

情報サービ ス産業協会 ※２ 4 0.0 5 8.8 52 .1 1 2.1 - - - - - ▲ 6 .7 - - - - -

（オフィス系） 8.9 1 5.6 13 .5 4.6 - - - - - ▲ 2 .1 - - - - -

（データセンター系） 3 1.1 4 3.2 38 .6 7.5 - - - - - ▲ 4 .6 - - - - -

日本DIY協会
※２ 5 2.6 5 6.7 47 .1 ▲ 5.6 ▲ 1 .3 ▲ 4.4 1 .1 ▲ 1.1 0 .0 ▲ 9 .7 2 .6 ▲ 2.2 ▲ 3.0 ▲ 7 .1 0.0

日本チェーンドラッグストア協会※２ 2 3.1 4 4.1 37 .6 1 4.5 ▲ 8 .1 ▲ 0.4 27 .1 ▲ 4.1 0 .0 ▲ 6 .5 ▲ 4 .7 ▲ 0.3 6.1 ▲ 7 .6 0.0

日本貿易会※２ 5.8 4.6 3 .7 ▲ 2.1 - - - - - ▲ 0 .9 ▲ 0 .3 ▲ 0.0 0.2 ▲ 0 .8 0.0

日本LPガス協会 2.2 2.6 2 .0 ▲ 0.2 ▲ 0 .3 - 0 .3 ▲ 0.2 0 .0 ▲ 0 .7 ▲ 0 .1 - ▲ 0.1 ▲ 0 .4 0.0

リース事業協会※２ 0.9 0.9 0 .7 ▲ 0.2 ▲ 0 .1 - ▲ 0 .0 ▲ 0.0 0 .0 ▲ 0 .2 ▲ 0 .0 - ▲ 0.0 ▲ 0 .2 0.0

業務部門 計 1,0 59 .8 1,7 36 .9 1,4 61 .8 4 02 .0 ▲ 16 4.6 ▲ 12 .4 51 4 .7 ▲ 14 .4 0 .0 ▲ 2 75 .1 ▲ 2 4 .3 ▲ 8.0 0.5 ▲ 2 38 .5 0.0

全部門 計 4 4,2 14 .3 4 6,6 88 .8 4 1,0 88 .1 ▲ 3,1 26 .2 ▲ 5 ,74 3.3 ▲ 3 33 .0 3 ,47 6.0 ▲ 2 49 .1 ▲ 8. 5 ▲ 5,6 00 .7 1 ,05 4 .1 ▲ 1 30 .4 ▲ 4 ,41 2.0 ▲ 1,2 05 .6 ▲ 8.5

基準年度
業種名

2 00 7年度
（前年度）

排出量の要因分析（万t-C O
2
）

2 00 8年度
(クレジット反

映）

2 00 7年度比基準年度比

※１合計のうち、電気事業連合会分及び特定規模電気事業分については、固有分（電力が排出した CO2のうち、需要側の排出分として計算される量を除いた分）のみ
（電事連全体の約１１％程度、PPS全体の約 3％程度）を計算に含めている。特定規模電気事業は排出量そのものは固有分、要因分析は排出総量を扱っている。

※２基準年度は、基本的に 1990 年度。ただし、日本アルミニウム協会、日本伸銅協会は 1995 年度、日本ベアリング工業会、日本産業機械工業会、日本工作機械工業
会は 1997 年度、日本チェーンストア協会は 1996 年度（ただし CO2 排出量の数値は 1999 年度）、特定規模電気事業、プレハブ建築協会は 2001 年度、日本チェ
ーンドラッグストア協会、日本ＤＩＹ協会は 2004 年度、大手家電流通懇談会、情報サービス産業協会は 2006 年度、日本貿易会は 1998 年度、リース事業協会は
2002 年度、日本ショッピングセンター協会、日本印刷産業連合会は 2005 年度の数値となっている。
※３日本ゴム工業会と日本ガス協会は、コジェネ導入による購入電力減少に伴う CO2削減効果の算定方法として 0.69kg-CO2/kWhを採用しているが、本表では共通評
価の観点から全電源平均の数値を採用。
※４日本アルミニウム協会と日本伸銅協会は、1995 年度を基準年度としているが、排出量の要因分析においては 1990 年度比で計算したため、基準年度比における増
減量と業界努力分・生産変動・電力原単位の合計値が整合しない。

※５日本チェーンストア協会は、1996年度を基準年度としているが、排出量の要因分析においては 2000年度比で計算したため、基準年度比における増減量と業界努
力分・生産変動・電力原単位の合計値が整合しない。



※６日本百貨店協会は 1990年度を基準年度としているが、排出量の要因分析においては 1997年度比で計算したため、基準年度比における増減量との値が整合しない。
※７エネルギー原単位改善等は、2008年度のエネルギー原単位と基準年度または 2007年度からのエネルギー原単位の差に 2008年度の活動量を乗じ、さらに 2008年
度のエネルギー熱量あたり排出係数を乗じたもの。
※８燃料転換分は、基準年度または 2007年度の電力以外のエネルギーの熱量あたり排出係数に 2008年度の電力以外のエネルギー使用量を乗じて計算した排出量と

2008年度の電力以外の実績排出量の差。 
※９生産変動は、基準年度または 2007 年度の CO2排出量と基準年度または 2007年度の CO2排出原単位に 2008 年度の活動量を乗じた排出量の差。 
※１０ 電力原単位は、基準年度または 2007 年度の電力排出係数に 2008 年度の活動量を乗じて計算した排出量と 2008 年度実績排出量の差。 
※１１ 燃料転換分に記載が無い場合は、エネルギー改善等に含まれる場合がある（日本ゴム工業会は、業界努力分に燃料転換分も含まれる旨明記されている）。
※１２ 要因分析の数値を記載していない業種があるため、各部門の CO2排出量増減量と業界努力分・生産変動・電力原単位の合計値が整合しない場合がある。
※１３ それぞれの要因分析は、各業種が行った試算値を転記したもの。
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(社）情報サービス産業協会（データセンター系）
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大手家電流通懇談会

(社)日本印刷産業連合会

日本百貨店協会

（社）日本ショッピングセンター協会

（社）日本フランチャイズチェーン協会

日本チェーンストア協会

（社）日本産業車両協会

プレハブ建築協会

（社）日本工作機械工業会

日本衛生設備機器工業会

石油鉱業連盟

石灰石鉱業協会

（社）日本建設機械工業会

日本伸銅協会

（社）日本産業機械工業会

（社）日本ベアリング工業会

（社）日本電線工業会（銅・ｱﾙﾐ）

（社）日本電線工業会（光ﾌｧｲﾊﾞ）

日本ガラスびん協会

板硝子協会

（社）日本アルミニウム協会

（社）日本染色協会

日本ゴム工業会

石灰製造工業会

日本鉱業協会

（社）日本自動車工業会
（社）日本自動車車体工業会

（社）日本自動車部品工業会

電子・電機４団体

（社）セメント協会

日本製紙連合会

日本化学工業協会

（社）日本鉄鋼連盟

特定規模電気事業者10社

（社）日本ガス協会

電気事業連合会

石油連盟

※前頁基準年度比CO2 排出量の要因分析を図式化したもの

ＣＯ２排出増減量要因分析（基準年度比）

業界努力 燃料転換 生産変動 電力原単位 クレジット 全体業界努力 燃料転換 生産変動 電力原単位 クレジット 全体



４．ＣＯ２排出原単位の要因分析

ＣＯ
２
排出原単位

増減量
エネルギー
原単位改善等

燃 料
転換分

電 力
原単位

クレジット等
の償却量・

売却量

増減量
エネルギー

原単位改善等

燃 料

転換分

電 力

原単位

クレジット等
の償却量・

売却量

エネルギー転換部門

石油連盟 k g-C O2/k L 24 .50 20 .87 2 0.8 9 ▲ 3.6 1 ▲ 3.4 5 ▲ 0.1 3 ▲ 0 .03 0 .0 0 .02 0 .18 ▲ 0 .07 ▲ 0.0 9 0.0

電気事業連合会 kg-CO2/ kWh 0.4 17 0.4 53 0 .37 3 ▲ 0 .04 4 0 .02 7 － － ▲ 0 .07 1 ▲ 0.0 80 ▲ 0.0 09 － － ▲ 0.0 71

日本ガス協会※２ g -CO 2/m
3 8 1.8 1 0.2 8 .9 ▲ 72 .9 ▲ 69 .2 ▲ 3 .2 ▲ 0.6 0 .0 ▲ 1.3 ▲ 0.2 ▲ 0.1 ▲ 1 .0 0.0

特定規模電気事業※１ kg- CO
2
/ kWh 0 .54 0 .47 0.4 6 ▲ 0 .08 0 － － － - ▲ 0.0 10 － － － -

10 7.3 0 3 1.9 8 30 .62 ▲ 7 6.6 8 ▲ 7 2.5 9 ▲ 3.3 5 ▲ 0 .59 ▲ 0.0 7 ▲ 1 .37 ▲ 0 .07 ▲ 0 .13 ▲ 1.0 8 ▲ 0 .07

産業部門

日本鉄鋼連盟※４ t- CO
2
/ t 1.9 16 1.6 87 1 .74 0 ▲ 0 .17 7 ▲ 0 .16 1 ▲ 0 .01 4 ▲ 0.0 02 0 .0 0.0 53 0.0 77 ▲ 0.0 05 ▲ 0 .01 9 0.0

日本化学工業協会 指数 100 83 8 3 ▲ 16 .5 ▲ 12 .8 ▲ 3 .2 ▲ 0.5 0 .0 0.7 2.9 0.7 ▲ 2 .9 0.0

日本製紙連合会 t-CO2/ t 1.0 04 0.8 28 0 .81 1 ▲ 0 .19 3 ▲ 0 .20 6 0 .01 6 ▲ 0.0 04 0 .0 ▲ 0.0 17 ▲ 0.0 09 0.0 09 ▲ 0 .01 8 0.0

セ メン ト協会 kg -CO 2/t 29 4.4 29 9.0 2 95 .7 1 .3 ▲ 19 .7 22 .2 ▲ 1.2 0 .0 ▲ 3.3 ▲ 0.8 0.0 ▲ 2 .5 0.0

電機・電子４団体 t-CO 2/百万円 0.2 97 0.2 00 0 .16 7 ▲ 0 .13 1 ▲ 0 .11 6 ▲ 0 .00 9 ▲ 0.0 06 0 .0 ▲ 0.0 34 ▲ 0.0 06 ▲ 0.0 01 ▲ 0 .02 7 0.0

日本自動車部品工業会 t-CO 2/ 10億円 58 9.0 40 2.8 3 48 .7 ▲ 2 40 .3 － － － － ▲ 54.1 － － － －

日本自動車工業会
日本自動車車体工業会

万t-C O
2
/兆円 4 4.2 2 6.4 24 .7 ▲ 19 .5 ▲ 15 .0 ▲ 4 .0 ▲ 0.6 0 .0 ▲ 1.7 0.9 ▲ 0.2 ▲ 2 .4 0.0

日本鉱業協会 t-CO2/ t 2.0 93 1.7 72 1 .67 2 ▲ 0 .42 1 ▲ 0 .41 4 0 .01 7 ▲ 0.0 24 0 .0 ▲ 0.1 00 0.0 21 0.0 05 ▲ 0 .12 9 0.0

石灰製造工業会 t-CO2/ t 0.3 42 0.2 93 0 .27 2 ▲ 0 .07 0 ▲ 0 .06 4 ▲ 0 .00 6 ▲ 0.0 01 0 .0 ▲ 0.0 21 ▲ 0.0 12 ▲ 0.0 05 ▲ 0 .00 4 0.0

日本ゴム工業会※２ t- CO2 /千t 1 53 3.6 1 39 3.2 13 13 .1 ▲ 2 20 .5 － － － － ▲ 80.1 － － － －

日本染色協会 t-C O
2
/万m 2 5 .28 5 .99 5.7 2 0.4 4 1.1 1 ▲ 0.6 4 ▲ 0 .03 0 .0 ▲ 0 .27 ▲ 0 .04 ▲ 0 .02 ▲ 0.2 1 0.0

日本アルミニウム協会 ※１ t- CO2/ t 1 .08 0 .99 0.8 7 ▲ 0 .21 0 ▲ 0 .09 0 ▲ 0 .08 8 ▲ 0.0 13 0 .0 ▲ 0.1 20 ▲ 0.0 24 ▲ 0.0 12 ▲ 0 .07 4 0.0

板硝子協会 k g-CO2/換算箱 46.9 5 1.2 52 .8 5 .9 6 .3 ▲ 0 .2 ▲ 0.2 0 .0 1.6 3.3 ▲ 0.5 ▲ 1 .3 0.0

日本ガラスびん協会 kg -CO 2/t 73 7.5 75 1.9 7 01 .1 ▲ 36 .4 6 9 ▲ 10 3 ▲ 2 0 .0 ▲ 51 29 ▲ 40 ▲ 4 0 0.0

日本電線工業会（アルミ電線） 千t-CO 2/千t 0.5 30 0.5 81 0 .50 7 ▲ 0 .02 30 0 0 .00 23 0 ▲ 0 .01 13 7 ▲ 0.0 13 63 0 .0 ▲ 0.0 74 00 0.0 10 32 ▲ 0.0 02 20 ▲ 0 .08 27 3 0.0

日本電線工業会（光ファイバ） t- CO 2/千k mc 12 .70 3 .32 2.8 6 ▲ 9.8 4 ▲ 9.6 0 0.0 0 ▲ 0 .27 0 .0 ▲ 0 .46 0 .08 0 .00 ▲ 0.5 5 0.0

日本ベアリング工業会 ※１ t- CO2/億円 16 5.9 16 2.6 1 46 .2 ▲ 19 .7 ▲ 26 .3 ▲ 4 .3 1 1.0 0 .0 ▲ 1 6.4 6.4 ▲ 0.3 ▲ 22 .5 0.0

日本産業機械工業会※１ t- CO
2
/億円 2 1.9 2 4.1 2 1.1 2 ▲ 0.8 1 ▲ 2 .01 0 ▲ 0 .84 4 2.0 45 0 .0 ▲ 3.0 ▲ 0 .11 ▲ 0 .10 ▲ 2.7 8 0.0

日本伸銅協会※１ t- CO
2
/ t 0.7 38 0.8 01 0 .73 8 0 .00 0 ▲ 0.0 40 7 ▲ 0.0 27 7 ▲ 0 .01 66 0 .0 ▲ 0.0 63 0 .03 44 ▲ 0 .00 47 ▲ 0.0 92 7 0.0

日本建設機械工業会 t-CO
2
/億円 2 4.0 1 9.9 17 .3 ▲ 6 .70 0 ▲ 5 .38 7 ▲ 0 .88 5 ▲ 0.4 14 0 .0 ▲ 2.6 00 ▲ 0.4 73 0.0 27 ▲ 2 .16 4 0.0

石灰石鉱業協会 t-CO
2
/千t 2 .29 2 .25 2.0 9 ▲ 0 .20 0 ▲ 0 .16 9 0 ▲ 0.0 33 0 .0 ▲ 0.1 60 0.0 19 0 ▲ 0 .18 3 0.0

石油鉱業連盟 kg-CO
2
/ GJ 1 .98 1 .77 1.5 6 ▲ 0 .42 0 0.0 8 ▲ 0.4 9 ▲ 0 .01 0.0 ▲ 0 .21 0 .20 ▲ 0 .37 ▲ 0 .04 0 .0

日本衛生設備機器工業会※４ t-CO
2
/百万円 0 .89 0 .50 0.4 6 ▲ 0 .42 8 ▲ 0 .34 7 ▲ 0 .07 5 ▲ 0.0 07 0 .0 ▲ 0.0 35 ▲ 0.0 03 ▲ 0.0 02 ▲ 0 .03 2 0.0

日本工作機械工業会※１ t-CO
2
/百万円 0.2 00 0.1 77 0 .15 9 ▲ 0 .04 1 ▲ 0 .05 4 ▲ 0 .00 1 0.0 14 0.0 ▲ 0.0 18 0.0 08 0.0 00 ▲ 0.0 25 0 .0

プ レハブ建築協会※１ k g-C O2 /m 2 8.6 9.9 9 .3 0 .75 9 0 .89 6 ▲ 0 .22 8 0.0 92 0 .0 ▲ 0.5 17 0.6 50 ▲ 0.0 62 ▲ 1 .10 4 0.0

日本産業車両協会 t-CO
2
/台 0 .39 0 .41 0.3 9 0 .00 0 0 .03 4 ▲ 0 .03 3 ▲ 0.0 07 0 .0 ▲ 0.0 20 0.0 14 ▲ 0.0 02 ▲ 0 .03 8 0.0

3 59 7.7 4 3 24 5.5 3 30 33 .08 ▲ 56 4.6 6 ▲ 1 5.0 4 ▲ 9 5.8 2 7 .80 0.0 0 ▲ 2 12 .45 42 .14 ▲ 40 .85 ▲ 7 9.1 7 0 .00

業務部門

日本チェーンス トア協会※１ 1 08kg -CO
2
/1 010m 2･h 3.8 01 4.4 35 3 .61 1 ▲ 0.1 9 ▲ 0.5 1 － 0 .11 0 .0 ▲ 0 .82 ▲ 0 .06 － ▲ 0.7 8 0.0

日本フランチャイズチェーン協会 k g-C O
2
/1 0m 2･h 5.9 76 5.3 04 4 .33 2 ▲ 1.6 44 0 ▲ 1 .46 4 － ▲ 0.1 81 0 .0 ▲ 0.9 72 ▲ 0.0 39 － ▲ 0 .93 5 0.0

日本ショ ッピン グセンター協会 ※１ ｋｇ-C O
2
/m 2･h 0.0 30 0.0 29 0 .02 4 ▲ 0 .00 6 － － － - ▲ 0.0 05 － － － -

日本百貨店協会 kg-CO
2
/m 2･h 0 .04 54 0 .04 24 0.0 36 5 ▲ 0 .00 9 ▲ 0 .00 3 ▲ 0 .00 0 0.0 03 0 .0 ▲ 0.0 06 0.0 00 ▲ 0.0 00 ▲ 0 .00 6 0.0

日本印刷産業連合会※１ t- CO2/億円 4 3.6 4 2.2 35 .6 ▲ 8 .01 0 ▲ 5 .05 0 ▲ 0 .25 0 ▲ 2.7 20 0 .0 ▲ 6.5 40 ▲ 1.9 20 ▲ 0.1 30 ▲ 4 .49 0 0.0

大手家電流通懇談会
※１ t- CO

2
/m2 0.1 54 0.1 71 0 .12 9 ▲ 0 .02 5 ▲ 0 .01 2 ▲ 0 .00 0 ▲ 0.0 12 0 .0 ▲ 0.0 42 ▲ 0.0 14 ▲ 0.0 00 ▲ 0 .02 6 0.0

情報サービス産業協会（オフィス系）※１ ｋｇ-CO 2/m
2 8 1.7 9 6.3 78 .7 ▲ 3 .0 － － － - ▲ 1 7.6 － － － -

情報サービス産業協会（データセン ター系）※１※５ 万t-CO 2/1 0 7KWｈ 0.7 0.8 0 .6 ▲ 0 .1 － － － - ▲ 0.1 － － － -

日本DI Y協会※１ 1 08kg -CO 2/1 0
10m 2･h 2 .04 34 2 .03 90 1.7 91 4 ▲ 0.2 52 0 ▲ 0 .09 8 ▲ 0 .01 4 ▲ 0.1 40 0 .0 ▲ 0 .24 76 0.0 77 63 ▲ 0 .01 29 ▲ 0 .31 22 8 0.0

日本チェーンドラッグスト ア協会 ※１ 1 08kg -CO 2/1 0
10m 2･h 3.8 84 3.5 77 2 .62 8 ▲ 1 .25 6 ▲ 1 .01 0 ▲ 0 .00 1 ▲ 0.2 41 0 .0 ▲ 0.9 49 ▲ 0.3 59 ▲ 0.0 01 ▲ 0 .59 0 0.0

日本貿易会※１ ｋｇ-CO 2/m
2 5 8.0 5 9.8 45 .7 ▲ 12 .3 － － － - ▲ 1 4.1 23 ▲ 4.3 36 0.0 ▲ 9 .78 7 0.0

日本LPガス協会 kg -CO
2
/t 3 .27 3 .51 2.8 6 ▲ 0.4 1 ▲ 0.1 1 － ▲ 0 .30 0 .0 ▲ 0 .65 ▲ 0.0 40 － ▲ 0.6 1 0.0

リース事業協会※１ ｔ- CO 2/m2 0.0 50 65 0.0 53 06 0 .04 28 2 ▲ 0 .00 8 ▲ 0 .00 5 0 .0 ▲ 0.0 02 0 .0 ▲ 0.0 10 ▲ 0.0 01 0.0 ▲ 0 .00 9 0.0

20 3.3 4 21 8.2 2 1 76 .13 ▲ 2 7.2 1 ▲ 8.2 7 ▲ 0.2 7 ▲ 3 .48 0.0 0 ▲ 42 .08 ▲ 6 .69 ▲ 0 .14 ▲ 1 7.5 5 0 .00

3 90 8.3 9 3 49 5.7 3 32 39 .83 ▲ 66 8.5 5 ▲ 9 5.8 9 ▲ 9 9.4 3 3 .72 ▲ 0.0 7 ▲ 2 55 .90 35 .38 ▲ 41 .12 ▲ 9 7.8 0 ▲ 0 .07

基準年度比

排出原単位の要因分析

基準年度業種名 200 7年度
（前年度）

20 07年度比
200 8年度

(クレジ ット
反映）

全部門 計

単位

エネルギー転換部門 計

産業部門 計

業務部門 計

※１基準年度は、基本的に 1990 年度。ただし、日本アルミニウム協会、日本伸銅協会は 1995 年度、日本ベアリング工業会、日本産業機械工業会、日本工作機械工業
会は 1997 年度、日本チェーンストア協会は 1996 年度（ただし CO2 排出量の数値は 1999 年度）、特定規模電気事業、プレハブ建築協会は 2001 年度、日本チェ
ーンドラッグストア協会、日本ＤＩＹ協会は 2004 年度、大手家電流通懇談会、情報サービス産業協会は 2006 年度、日本貿易会は 1998 年度、リース事業協会は
2002 年度、日本ショッピングセンター協会、日本印刷産業連合会は 2005 年度の数値となっている。
※２日本ゴム工業会と日本ガス協会は、コジェネ導入による購入電力減少に伴う CO2削減効果の算定方法として 0.69kg-CO2/kWhを採用しているが、本表では共通評
価の観点から全電源平均の数値を採用。
※３それぞれの要因分析は、各業種が行った試算値を転記したもの。
※４ CO2排出原単位は指数のみの記載であったため、個表をもとに算出。
※５ CO2排出原単位は記載がなかったため、個表をもとに算出。
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